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ヤングテレホンコーナー
非行や犯罪被害、家庭・学校での問題等少年に関するあらゆる相談を受け付けています。

北海道 少年相談１１０番
メール相談

0120-677-110
道警ホームページ内

青　森 青森少年サポートセンター（新町センター）
少年サポートメール

0120-58-7867
youngmail-587867@extra.ocn.ne.jp

岩　手 ヤングテレホンコーナー
メール相談

0800-000-7867
県警ホームページ内

宮　城 少年相談電話
いじめ１１０番

022-222-4970
022-221-7867

秋　田 やまびこ電話 018-824-1212

山　形 ヤングテレホンコーナー
メール相談

023-642-1777
県警ホームページ内

福　島 ヤングテレホン　　
いじめ１１０番

024-525-8060
0120-795-110

警視庁 ヤング・テレホン・コーナー 03-3580-4970

茨　城 少年相談コーナー
少年相談コーナー

029-231-0900
keishonen@pref.ibaraki.lg.jp

栃　木 ヤングテレホン 0120-87-4152

群　馬 少年相談電話
メール相談

027-289-6610
県警ホームページ内

埼　玉 ヤングテレホンコーナー
ヤングメール

048-861-1152
県警ホームページ内

千　葉 ヤング・テレホン 0120-783-497

神奈川 ユーステレホンコーナー 045-641-0045 または　
0120-45-7867

新　潟 新潟少年サポートセンター
長岡少年サポートセンター

025-285-4970
0258-36-4970

山　梨 ヤングテレホンコーナー
メール相談

0120-31-7867
県警ホームページ内

長　野 ヤングテレホン
メール相談

026-232-4970
県警ホームページ内

静　岡 少年相談専用電話
メール相談

0120-783-410
県警ホームページ内

富　山 ヤングテレホンコーナー
メール相談

0120-873-415
young110@gaea.ocn.ne.jp

石　川 ヤングテレホン　　
いじめ１１０番

0120-497-556
0120-617-867

福　井 ヤングテレホン　　 0120-783-214

岐　阜 ヤングテレホンコーナー
少年相談

0120-783-800
県警ホームページ内

愛　知 ヤングテレホン
ヤングテレホンＥメール相談

052-764-1611
県警ホームページ内

三　重 少年相談１１０番 0120-41-7867

滋　賀 大津少年サポートセンター
米原少年サポートセンター

077-521-5735
0749-52-0114

京　都 ヤングテレホン 075-551-7500

大　阪 グリーンライン 06-6944-7867

兵　庫 ヤングトーク 0120-786-109

奈　良 ヤング・いじめ１１０番 
（少年サポートセンター） 0742-22-0110

和歌山 少年相談（警察本部代表）
メール相談

073-423-0110
e8205001@pref.wakayama.lg.jp

鳥　取 東部少年サポートセンター
西部少年サポートセンター

0857-22-1574
0859-31-1574

島　根 ヤングテレホン/けいさつ･いじめ110番
みこぴーヤングメール

0120-786-719
県警ホームページ内

岡　山 ヤングテレホン･いじめ１１０番
ヤングメール

086-231-3741
youngmail@pref.okayama.jp

広　島 ヤングテレホン広島
ヤングメール

082-228-3993
県警ホームページ内

山　口 ヤングテレホン・やまぐち 
（警察本部代表） 083-933-0110

徳　島 ヤングテレホン
いじめホットライン

088-625-8900
088-623-7324

香　川 少年相談専用電話（少年サポートセンター）
少年相談専用電話（中讃少年サポートセンター）

087-837-4970
0877-33-3015

愛　媛 少年相談（警察本部代表） 089-934-0110

高　知 ヤングテレホン 088-822-0809

福　岡 中央少年サポートセンター
少年相談案内

092-588-7830
県警ホームページ内

佐　賀 ヤングテレホン 0120-29-7867

長　崎 ヤングテレホン
メール相談

0120-786-714
young786714@ezweb.ne.jp

熊　本 肥後っ子テレホン
メール相談

096-384-4976
higokko@police.pref.kumamoto.jp

大　分 ヤングテレホン
メール相談

097-532-3741
県警ホームページ内

宮　崎 ヤングテレホン 0985-23-7867

鹿児島 ヤングテレホン
ヤングメール

099-252-7867
kp-youngmail@police.pref.kagoshima.jp

沖　縄 ヤングテレホン
メール相談ＳＯＳ

0120-276-556
県警ホームページ内

児童売春や児童虐待、薬物、特殊詐欺等に関する通報を受け付けています。

■ 匿名通報フリーコール（10：00～17：00 月～金）
　 0120-924-839
■ ウェブ匿名通報（24 時間オンライン受付）
　 WWW.tokumei24.jp

　匿名通報ダイヤル

　ぴったり相談窓口

きくまる

あなたにぴったりの
相談窓口をサポート

都道府県警察の少年相談窓口
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図1. 刑法犯少年の検挙人員等の推移（平成26年～令和５年）

図2.刑法犯少年の再犯者数等の推移（平成26年～令和５年）

図3.不良行為少年の補導人員の推移（平成26年～令和５年） 図4. 特殊詐欺で検挙された少年の検挙人員等の推移
（平成26年～令和５年）

図5. 覚醒剤、大麻等で検挙された少年の検挙人員の推移
（平成26年～令和５年）

図６. 大麻事犯に係る20歳未満の年齢別検挙人員
（平成26年～令和５年）

図8.大麻に対する危険（有害）性を軽視する
情報源

図7.16歳及び17歳の学職別検挙人員
（令和５年）

図9.大麻を初めて使用した経緯 図10.大麻を初めて使用した動機

友人・知人や、インターネット等からの「大麻は身体への悪影響がない」「依存性がない」
等の誤った情報をうのみにして、好奇心・興味本位、その場の雰囲気等の動機で大麻に手を出
してしまう実態が見受けられます（図８～10）。

※令和５年の一定時期に大麻取締法違反（単純所持）で検挙された者について、捜査過程で明らかとなった実態です。なお、「大麻
　に対する危険（有害）性を軽視する情報源」は犯行時の年齢が20歳未満の者、「大麻を初めて使用した経緯、動機」は初回使用
　時の年齢が20歳未満の者について取りまとめたものです。

❶非行少年
令和５年中の刑法犯少年の検挙人員は１万
8,949人と、戦後最少であった令和３年から２年
連続で増加しました（図１）。刑法犯少年の再犯
者率は依然として３割を超えていますが減少傾向
にあります（図２）。

❷不良行為少年
飲酒、喫煙、深夜はいかい等の不良行為で補導
された少年は、令和４年まで11年連続で減少し
ていましたが、令和５年中は32万1,689人と増
加に転じました。行為態様別では、喫煙（９万
7,698人）と深夜はいかい（16万5,973人）で
全体の約８割を占めています（図３）。

❸犯罪に加担する少年
令和５年中に特殊詐欺で検挙された少年は431
人と、前年に比べ減少したものの、受け子の総検
挙人員の５人に１人が少年であり、これら少年の
多くが「犯罪実行者募集情報」に応募するなどし
て、犯罪に加担している実態が依然として見受け
られます（図４）。
警察では、少年が事の重大性を十分に認識する
ことなく、アルバイト感覚で特殊詐欺や強盗等の
犯罪に加担してしまうことのないよう、非行防止
教室等を通じて、犯行グループによる犯罪実行役
の募集の実態や危険性、悪質性について、検挙事
例等を交え、具体的に情報発信するなど、少年等
の心に響く広報啓発等の取組を強化しています。

❹少年の薬物乱用
大麻や覚醒剤等の薬物乱用が少年にまで広がる
中、令和５年中に大麻事犯で検挙された少年の数
は1,222人と、過去最多でした（図５）。大麻事
犯で検挙された少年を年齢別でみると、16歳を
境に検挙人員が急激に増加し、16歳及び17歳で
は高校生が約４割を占めている実態があります
（図６、図７）。
少年が身近な環境に影響を受け、安易な考えの
下、享楽的に大麻を使用する傾向にある中、警察
では、特に生活環境の変化の大きい高校生をター
ゲットとした進学後早い段階での薬物乱用防止教
室の開催等、新入生に対する大麻乱用防止対策を
強化しています。

※特殊詐欺とは、被害者に電話をかけるなどして対面することなく信頼させ、指定した預貯金口座への振込みその他の方法により、
　不特定多数の者から現金等をだまし取る犯罪（現金等を脅し取る恐喝及びキャッシュカード詐欺盗を含む。）の総称です。

Ⅰ. 少年非行と犯罪被害の情勢

1. 少年の非行1. 少年の非行

大麻乱用者の実態
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検挙人員 48,361 38,921 31,516 26,797 23,489 19,914 17,466 14,818 14,887 18,949 

凶悪犯 703 586 538 438 463 457 522 410 495 606 

粗暴犯 6,243 5,093 4,197 3,619 3,623 3,484 3,060 2,815 2,844 3,570 

窃盗犯 28,246 23,015 18,298 15,575 13,163 10,813 9,222 7,421 7,503 9,855 

人口比 6.8 5.5 4.5 3.8 3.4 2.9 2.6 2.2 2.3 2.9 
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シンナー 14 7 13 9 7 1 3 4 6 1

年齢 14 歳 15 歳 16 歳 17 歳 18 歳 19 歳
H26 2 2 14 19 17 26
H27 2 1 7 33 37 64
H28 1 2 9 32 64 102
H29 1 6 28 49 84 129
H30 4 18 26 68 128 185
R1 1 11 42 97 164 294
R2 3 15 65 136 238 430
R3 4 17 64 158 288 463
R4 5 22 71 148 225 441
R5 13 24 116 206 335 528

年次 H26 27 28 29 30 R1 2 3 4 5

再犯者数 16,888 14,155 11,696 9,510 8,335 6,773 6,068 4,999 4,715 5,721

凶悪犯 400 354 329 235 232 225 272 207 216 273

粗暴犯 3,208 2,618 2,203 1,752 1,757 1,553 1,408 1,245 1,172 1,385

窃盗犯 9,336 7,996 6,517 5,279 4,313 3,472 3,032 2,324 2,229 2,807

再犯者率 34.9 36.4 37.1 35.5 35.5 34.0 34.7 33.7 31.7 30.2

年次 H26 27 28 29 30 R1 2 3 4 5

補導人員 731,174 641,798 536,420 476,284 404,754 374,982 333,182 308,563 297,078 321,689

飲酒 12,191 11,681 11,648 12,822 13,371 13,895 12,806 13,815 13,160 13,918

喫煙 225,920 198,555 162,231 138,588 112,861 98,787 99,220 92,786 87,165 97,698
深夜

はいかい 429,943 373,132 309,239 270,667 226,377 210,691 179,186 158,202 150,948 165,973



図13.【ＳＮＳに起因する事犯】
被害児童数の推移（平成26年～令和５年）

図14.【ＳＮＳに起因する事犯】
最初に投稿した者と投稿内容の内訳

図15.【SNSに起因する事犯】小学生被害の推移令和５年におけるＳＮＳに起因
する事犯の被害児童数について、
学職別でみると小学生が大幅に増
加しており、10年前と比べて5倍
近くに増加しています（図15）。
この要因として、低年齢児童に
スマートフォン・ＳＮＳの利用が
広がったことに加え、フィルタリ
ングの利用が十分でないことが考
えられます。

令和５年中の児童虐待事件の検挙件数は2,385件、児童虐待又はその疑いがあるとして警察から児童
相談所に通告した児童数は12万2,806人となっており、いずれも過去最多を更新しています（図11、
図12）。
また、態様別でみると、児童虐待事件の検挙件数は身体的虐待が1,903件と最も多く、次いで性的虐
待が372件となっており、通告児童数は、心理的虐待が９万761人と最も多く、次いで身体的虐待が２
万1,520人となっています（図11、図12）。
警察では、児童虐待が疑われる事案を認知した場合において、児童の安全を直接確認し、児童相談所
への通告や児童相談所をはじめとする関係機関への情報提供を徹底するとともに、事件化すべき事案に
ついては厳正な捜査を行うなど、児童の安全確保を最優先とした対応を行っています。

被害児童の実態
令和５年におけるＳＮＳに起因する事犯※の被害児童数は依然として高い水準で推移しています（図
13）。ＳＮＳ上で、被疑者と被害児童が知り合うきっかけとなった最初の投稿者の割合は、被害児童か
らの投稿が多くを占めており、その投稿内容の内訳は「プロフィールのみ」「趣味・嗜好」「日常生活」「友
達募集」「ゲーム配信」といった一見して犯罪に巻き込まれるとは考えにくい投稿が半数以上を占めて
います（図14）。

Ａ女（13歳）は、オンラインゲームで知り
合った男に、自らの裸の写真を送るように要
求され、ＳＮＳで写真を送信したところ、そ
の写真を拡散すると脅され、さらに写真を送
るように強要された。

Ｂ男（14歳）は、ＳＮＳで知り合った女に、
裸の写真を送り合うように要求され、写真を
送信した。その後、ＳＮＳで知り合った女は、
実は男であったことが判明した。

●身体的虐待
児童の身体に外傷が生じ、
又は生じるおそれのある暴行
を加えること

●性的虐待
児童にわいせつな行為をす
ること又は児童をしてわいせ
つな行為をさせること

●怠慢又は拒否
児童の心身の正常な発達を妨
げるような著しい減食又は長
時間の放置、保護者以外の同
居人による身体的虐待、性的
虐待又は心理的虐待と同様の
行為の放置その他の保護者と
しての監護を著しく怠ること

●心理的虐待
児童に対する著しい暴言又
は著しく拒絶的な対応、児童
が同居する家庭における配偶
者に対する暴力その他の児童
に著しい心理的外傷を与える
言動を行うこと

2. 児童虐待2. 児童虐待 ３. 子供の性被害３. 子供の性被害

小学生の被害が近年大幅に増加

児童虐待の類型

図11. 児童虐待事件の検挙件数等の推移
（平成26年～令和５年）

図12. 警察から児童相談所に通告した児童数の推移
（平成26年～令和５年）
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5.7%

家出
51人
4.1%

ゲーム配信
12人
1.0%

悩み相談
43人
3.5%

その他
56人
4.5%

援助交際募集
251人
20.3%

プロフィールのみ
218人
17.7%

出会い目的
104人
8.4%

趣味・嗜好
149人
12.1%

日常生活
141人
11.4%

友達募集
140人
11.3%

被害児童
1,235人

（74.2％）

被疑者
251人

（15.1％）

該当なし
不明

179人
（10.7％）

※ＳＮＳに起因する事犯とは、ＳＮＳを通じて面識のない被
疑者と被害児童が知り合い、交際や知人関係等に発展す
る前に被害にあった性犯罪等の事犯

心理的虐待怠慢・拒否性的虐待身体的虐待
無理心中・出産直後以外死亡児童数
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年次 H26 27 28 29 30 R1 2 3 4 5

検挙件数 740 822 1,081 1,138 1,380 1,972 2,133 2,174 2,181 2,385

身体的虐待 564 679 866 904 1,095 1,641 1,756 1,766 1,718 1,903

性的虐待 150 117 162 169 226 246 299 339 365 372

怠慢・拒否 15 8 22 21 24 35 32 21 29 45

心理的虐待 11 18 31 44 35 50 46 48 69 65

死亡児童数 53 58 67 58 36 54 61 54 37 28

無理心中・
出産直後以外 20 26 30 40 22 25 29 18 13 17

H26 27 28 29 30 R1 2 3 4 5

通告人員 28,923 37,020 54,227 65,431 80,252 98,222 106,991 108,059 115,762 122,806

身体的虐待 7,690 8,259 11,165 12,343 14,836 18,279 19,452 19,188 20,662 21,520

性的虐待 177 171 251 251 260 264 295 296 322 320

怠慢・拒否 3,898 4,431 5,628 6,398 7,722 8,958 8,859 8,271 9,805 10,205

心理的虐待 17,158 24,159 37,183 46,439 57,434 70,721 78,385 80,304 84,973 90,761



●少年サポートセンター
全国の都道府県警察では、少年サポートセン
ターを設置し、少年問題に関する専門的な知識・
技能を有する少年補導職員を中心に、学校、児童
相談所等関係機関やその他団体と連携し、街頭補
導活動、少年相談活動、継続補導・立ち直り支援
活動、被害少年への支援活動、広報啓発活動等を
行っています。

●少年警察ボランティア
全国の都道府県警察では少年警察ボランティア

（少年補導員、少年警察協助員、少年指導委員）
を委嘱しており、警察職員と協力して少年の健全
育成のための活動を推進しています。
また、大学生を中心とした学生ボランティアは、
少年と年齢が近く、その心情や行動を理解しやす
いなどの特性をいかし、学習支援活動や少年の居
場所づくり活動等にも取り組んでいます。

●少年サポートチーム
個々の少年の問題状況に応じた的確な対応を行
うため、学校、警察、児童相談所等の担当者から
構成される少年サポートチームを編成し、それぞ
れの専門分野に応じた役割分担の下、少年等への
指導・助言を行っています。

Ⅱ. 少年の非行を防止し、犯罪被害から守る取組

1. 警察の体制及び関係機関との連携1. 警察の体制及び関係機関との連携

2. 警察における主な取組2. 警察における主な取組

●スクールサポーター
退職した警察官等をスクールサポーターとして
警察署等に配置し、学校からの要請に応じて派遣
するなどして、いじめ等の学校における少年の問
題行動等への対応、巡回活動、相談活動、児童の
安全確保に関する助言等を行っています。

●警察と学校等との連携
警察と教育委員会等の間で締結した協定等に基
づき、非行少年等問題を有する児童・生徒に関す
る情報を学校と警察が相互に通知する「学校警察
連絡制度」が、全ての都道府県で運用されています。
また、警察署の管轄区域や市区町村の区域等を
単位とした「学校警察連絡協議会」を設置して、
学校と警察で情報交換を行っています。

警察では、いじめ事案の早期発見に努めるとともに、把握した事案については、被害児童生
徒及び保護者の意向、学校における対応状況等を踏まえ、的確に対応しています。

教育上の配慮等の観点から、一義的には教育現場における対応を尊重しつつも、
事案の悪質性、重大性及び緊急性、被害児童生徒や保護者の意向、学校における対
応状況等を踏まえながら、警察として必要な対応をとる。

学校におけるいじめ問題への対応

基本的な
考 え 方

いじめ事案の早期把握

少年相談

その他の事案

学校における対応を支援

対応状況等を警察に連絡

相
談
・
通
報

把握した事案への的確な対応
被害児童生徒の生命、身体又は財産に重大な
被害が生じている、又はその疑いのある事案 迅速に捜査・調査に着手

一義的には学校における対応を尊重
（必要に応じて、警察からも加害児童生徒に注意・説諭）

（学校の指導効果が不十分な場合）
警察としてのより主体的な対応を検討

被害の届出を即時受理
して捜査・調査を推進

被害児童生徒又はその保護者が犯罪行為とし
て取り扱うことを求める事案

日頃からの緊密な連携

いじめ事案
被害児童生徒

POLICE

●街頭補導活動
少年のたまり場となりやすい繁華街や公園等に
おいて、少年警察ボランティア等と共同で、喫煙
や飲酒、深夜はいかい等をしている少年に指導・
注意を行っています。

●被害少年への支援活動
犯罪等の被害を受けた少年について、その精神
的打撃の軽減を図るため特に必要と認められると
きは、保護者の同意を得た上で、専門的な知識を
有する少年補導職員等が、カウンセリングの実施、
関係者への助言等の継続的な支援を行っています。

●広報啓発活動
少年の非行・犯罪被害防止や少年相談活動の促
進等を図るため、警察職員等を学校へ派遣し、非
行防止教室や薬物乱用防止教室を実施するなど
様々な機会を通じて情報発信しています。

●少年相談活動
少年や保護者等からの家庭・学校・交友等に関
する問題や犯罪被害等の悩みや困りごとについ
て、専門的な知識及び技能を有する少年補導職員
を中心に、面接や電話、電子メール等で相談に応
じ、指導・助言を行っています。
また、全国の都道府県警察では、「ヤングテレ
ホンコーナー」等の名称で電話や電子メールによ
る相談窓口を開設しています。（裏表紙参照）

●少年の居場所づくり
少年の健全育成のため、関係機関・団体、地域
社会と協力し、各種スポーツ活動や清掃活動等の
社会奉仕活動、農作業体験や料理体験等の体験活
動等の機会を通じて、少年の心の拠り所となる「居
場所づくり」を推進しています。

●継続補導・少年に手を差し伸べる立ち直り支援活動
少年相談活動や街頭補導活動を通じて関わった少年に対し、本人や保護者等の申出に応じて継続的な
指導や助言、カウンセリング等を行う継続補導を実施しています。
また、問題を抱え再び非行に走る可能性がある少年及びその保護者に対して警察から連絡し、専門的
な機関との協働による活動も念頭に、継続的に声を掛けるほか、体験活動、学習・就労の支援等を行う「少
年に手を差し伸べる立ち直り支援活動」を推進しています。

立ち直り支援活動の事例

日常では経験できない農業
を協力して行うことで、少
年たちとのコミュニケー
ションを図ります。

チームワークを必要とする
スポーツを通じて、少年た
ちと共に汗を流し絆を深め
ます。

不登校などで遅れてしまっ
た勉強や、これから受験を
控えている少年たちの勉強
をサポートします。

スポーツ活動 学習支援農業体験
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少年事件手続きの流れ（概要）

事件発生

警察
非行のある少年が判明したら、
取調べ（逮捕する場合もあり
ます｡）や質問等により、どの
ような非行があったのかを明
らかにします。

特定少年（18・19歳の犯
罪を犯した少年）は、検
察庁に全事件を送ります。

特定少年（18・19歳の犯
罪を犯した少年）は、検
察庁に全事件を送ります。

14～17歳の少年で、法定
刑が懲役・禁錮等の比較的
重い犯罪を犯した場合は、
検察庁に事件を送ります。

14～17歳の少年で、法定
刑が懲役・禁錮等の比較的
重い犯罪を犯した場合は、
検察庁に事件を送ります。

14～17歳の少年で、法定
刑が罰金以下の犯罪を犯し
た場合は、直接、家庭裁
判所に事件を送ります。

14～17歳の少年で、法定
刑が罰金以下の犯罪を犯し
た場合は、直接、家庭裁
判所に事件を送ります。

14歳未満の少年は罰せら
れることはありませんが、
少年の行為や環境等に応
じ児童相談所に送致・通
告します。

14歳未満の少年は罰せら
れることはありませんが、
少年の行為や環境等に応
じ児童相談所に送致・通
告します。

家庭裁判所
送られてきた事件について、
審判（大人の事件でいう裁判）
を開始するかどうかを決定し
ます。

保護処分（刑事処分や児
童相談所へ送る処分以外
の処分）が必要であると
認められる場合は、審判
手続を開始します。

保護処分（刑事処分や児
童相談所へ送る処分以外
の処分）が必要であると
認められる場合は、審判
手続を開始します。

これまでの手続の過程
で、少年が十分改心し、
もはや審判廷に呼び出す
必要がないと判断された
場合は、審判手続を開始
せず、終了します。

これまでの手続の過程
で、少年が十分改心し、
もはや審判廷に呼び出す
必要がないと判断された
場合は、審判手続を開始
せず、終了します。

検察庁
検察官が取調べをした後、少
年をどのような処分にするの
がよいのかの意見を付けて、
家庭裁判所に事件を送ります。

少年鑑別所
家庭裁判所は、審判を行うた
め必要があるときは、少年鑑別
所収容の決定を行うことがあり
ます（2週間～最大8週間）。

少年が非行を克服し、保護処分の必要がないと認められた場
合は不処分とし、保護処分に付さない旨の決定をします。

児童自立支援施設への
入所や里親への委託等

審 判

家庭裁判所での審判や保
護処分が必要であると判
断した場合は､家庭裁判
所に事件を送ります。

家庭裁判所での審判や保
護処分が必要であると判
断した場合は､家庭裁判
所に事件を送ります。

児童福祉法上の措置を
執って事件を終わらせる
こともあります。

児童福祉法上の措置を
執って事件を終わらせる
こともあります。

児童相談所

＝審判不開始

＝観護の措置

検察庁
裁判所に公訴を提起するかどう
かを決定します。ただし、逆送
事件の場合は、原則として起訴
されます。

裁判所
通常の大人の事件と同様に、刑罰
を科すかどうかの決定をします。

起訴 不起訴

少年が凶悪な犯罪を犯し
た場合等、刑事処分にすべ
きであると認められた場
合には事件を検察庁に送
り返します。ただし、14歳
未満の少年は検察庁に送
り返すことはありません。

少年が凶悪な犯罪を犯し
た場合等、刑事処分にすべ
きであると認められた場
合には事件を検察庁に送
り返します。ただし、14歳
未満の少年は検察庁に送
り返すことはありません。

＝逆送事件

不処分

●少年院送致
少年を施設に収容し、矯正教育その他の必要な処遇を行うこ
とによって、改善更生及び円滑な社会復帰を図る必要がある
と認められた場合は、少年院に送ります。

●児童自立支援施設･児童養護施設送致（特定少年を除く。）
少年を取り巻く環境を重視し、施設における生活指導を要す
ると認められる場合は、児童自立支援施設（非行を犯した児
童等の支援施設）、児童養護施設（保護者のない児童、虐待さ
れている児童等の保護施設）に入所させ、社会復帰を促します。

●保護観察
保護司等の監督の下で少年が改善・更生することが可能と認め
られる場合は、少年が自分自身の力で社会復帰できるように、
保護観察官や保護司が補導援護する保護観察の処分にします。

保護処分

❶第一種少年院

●死刑
罪を犯した時18歳未満の者を死刑をもって処断すべきとき
は無期刑を科します｡

●無期懲役・禁錮
罪を犯した時18歳未満の者に対して無期刑をもって処断す
べきときは、無期刑を科すか10年以上20年以下の懲役・禁
錮を科すかを裁判所が選択します。

●有期懲役・禁錮
有期刑をもって処断すべきときは、長期と短期を定めた不定
期刑を言い渡します（特定少年を除く。）。この場合、短期は10
年、長期は15年を超えることはできません。

●罰金刑

刑事処分

保護処分の執行を受
ける者であって、心
身に著しい障害がな
いおおむね12歳以
上23歳未満の者を
収容します。

このほか、少年院において懲役又は禁錮の刑の執行を受ける者を収容する
第四種少年院、特定少年のときに２年の保護観察処分を受けた者が、その
遵守すべき事項を遵守しなかったと認められる事由があり、その程度が重く、
かつ、少年院において処遇を行わなければ本人の改善及び更生を図ること
ができないと認められる場合に、当該者を収容する第五種少年院がありま
す。各少年院は、在院者の特性に応じた矯正教育課程に分かれています。

❸第三種少年院

保護処分の執行を受
ける者であって、心
身に著しい障害があ
るおおむね12歳以上
26 歳未満の者を収
容します。

❷第二種少年院

保護処分の執行を受
ける者であって、心
身に著しい障害がな
い犯罪的傾向が進ん
だおおむね16歳以
上23歳未満の者を
収容します。

検察庁
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